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核一 軍産複合体は米国経済をどう変えたか

藤　岡　　　惇

Ｉ． はじめに

　大恐慌を解決した第二次大戦

　「戦争は新たな世界を生みだす強力な助産婦である」という言葉があるが，１９３０年代のあの深

刻な大恐慌から米国と世界経済を救ったのは，実に第２次大戦であ った。ニューティール改革程

度の国家の財政出動では，１９３０年代の米国経済がおちいっ ていた深い供給（生産）力と需要（消

費）力のギャッ プを解消するには，明らかに力不足であ った 。

　軍事経済は，３０年代型の不況を解決するうえで「理想的な」方法であ った。なぜなら第１に ，

生産財（工場や機械設備など）や生活財（国民の消費財）のばあい，売れるかどうかは企業や労働者

の購買力に左右されるが，軍需財のはあい，国家が買 ってくれので，売れ残りを心配しなくても

よく ，戦争が激化するかぎり大量の国家需要が出てくる 。

　第２に，生産財の生産は，新たな生産能力の創出であり ，生活財のばあいも ，その消費の結果 ，

新たな主体的生産力（労働資源）が再生産されるが，軍需財のばあいは，その結果，新たな生産

（供給）能力が生み出される心配がない。したがって生産能力の過剰で苦しめられている時代に

は， 軍事経済は，過剰な生産資源を吸収 ・処理するうえで最適の手段となる 。

　第３に，それだけでなく ，軍需財は，もし「適切」に消費できれば，過剰な工場設備を粉砕し

たり ，過剰な労働力（失業者）を地上から抹殺することができ ，過剰な生産資源そのものを積極

的に破壊する役割もはたしてくれる 。

　第４に，軍需財の分野は，民問企業の既成の利害と競合することが少なく ，国家が軍需財生産

に直接乗り出しても ，民間資本との間で摩擦がおこる心配は少ない 。

　最後に，国民の愛国的熱狂に訴えることができるならは，国民から高率の税金を徴収すること

ができ，莫大な戦費を税金ないし未来の税金（国債）で賄うことが可能となる。第２次大戦下の
　　　　　　　　　　　　　　　１）
米国は，その見事な成功例であ った 。

　第２次大戦のなかで，生産資源の壮大な「創造的破壊」が行われた。その結果，米国資本主義

は念願の需給問題を解決し，蘇生することができた。そしてドイツ ・日本の挑戦を退け，世界の

覇権を英国から引きつぐことに成功したのである 。

未曾有に長期の臨戦態勢

１９３０年代までの米国は典型的な軽武装国であ った。その軍事支出は，ほぼ一貫して国民総生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１８）
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（ＧＮＰ）の１％を下回 っていた。欧州諸国とくらべて軍事費負担が格段に軽かったことが，米国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
の急速な経済発展を支えた秘密の一つであ ったといわれる。第１次大戦中には一時的に戦時動員

体制を構築したが，戦争終了とともにこれまで同様これを解除し，平時経済に戻ってしまっ た。

そのため，第２次大戦がはじまっ た時には，米国には，軍用機 ・艦艇などを大量生産する体制が

ほとんどなく ，緒戦の苦戦を強いられることになっ た。

　戦後資本王義世界の明王となっ た米国の支配層は，このｒ苦い経験」から学ひ，米国の覇権を

認めない勢力（ソ連（「兵営社会」主義や様々な民族主義 ・左翼勢力など）を封じ込めるために戦時動

員体制を解かずに，世界中に軍事基地をはりめぐらす戦略をとっ た。 その結果このような臨戦態

勢が半世紀も続くという人類史上未曾有の事態（「冷戦体制」）が生まれることになっ た。 軍事ブ

ロッ クに結集した同盟諸国にも戦時体制なみの役割があてがわれた。日本のように高度に発展し

た資本主義国にも ，半世紀にわた って米軍基地が前進配備され，国家主権が侵されるといっ た前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
代未聞の事態が生じたのも ，そのためである 。

　　　　　　　　　　　　　図 一１米国軍事費の推移（１９４０～９１年）
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　戦後，米国の軍事支出は，まず朝鮮戦争を頂点に，水爆開発からミサイル開発にいたる時期に

最初の大きな山を描く（図 一１参照）。 第２の山は１９６０年代後半のベトナム戦争軍拡の時であり ，

その後の７０年代は，アポロ計画の終了（６８年）とベトナム戦争敗戦後の軍事予算縮小のもとで ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
軍産複合体が必死に生き残りを模索した時期である 。

　そして最後の波頭をなすのが，８０年代のレーガン軍拡の時代であ って，この８年の問に２兆ド

ル以上の軍事費が支出された 。

　以上を総括すれは，１９４６～９３年の間の米国の軍事支出総額は，当時の価格で５５４兆トル現

在の価格で換算すると１２兆ドル程度となる。この額は，実に全米の製造業の工場 ・設備の総額に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
社会資本（インフラ）の総額を加えたものを上回 っているという 。

　国民総生産にしめる軍事費の割合は，７％程度（１９６０～８０年平均）であるが，耐久工業財生産総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
額にしめるペンタゴン調達分の比率をとると ，１５％程度（８ユ年）になる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１９）



　１４８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

　宇宙開発などの国家威信費，冷戦体制に米国民を統合する費用（相対的に割高の賃金支払いや福

祉費用など），第三世界や従属国に親米政権を維持するための援助 ・買収費も含めると ，冷戦体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
維持コストは，さらに莫大な額に達しよう 。

　本稿の課題

　本稿では，次の３点の解明を課題とする。すなわち第１に，なぜ ・どのようなしくみでこのよ

うな長期の核軍拡が続いたのか。いまこのような軍拡運動を推進する軍部 ・国家官僚と軍需産業

との結合体を，アイゼンハワー 大統領の命名にしたがい「軍産複合体」（ｍｌ１１ｔ。。ｙ－ｍｄｕ。位１．１

ｃｏｍｐ１ｅｘ）と呼ぶとすると，米国の軍産複合体は，かつてのナチスや日本帝国，あるいは旧ソ連

の軍産複合体ととう違うのか。米国型とナチス型との相異を過小評価しがちなｒ国家独占資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
義論」的アプローチの限界をふまえつつ，この問題に接近してみたい 。

　第２に，このような前例のない莫大な軍事支出は，米国経済にとのようなインパクトを与えた

のか。とくに貿易取引の主力商品を生産する製造業の競争力にとのような影響を与えたのだろう

か。

　第３に，ソ連 ・東側陣営の崩壊後も激発する民族紛争に対応するとして，米国の軍事戦略は従

来型の基本線を維持し，軍事支出の大幅な削減に踏みきれないでいる。いっ たい，資本主義の基

礎のうえで，核兵器の廃絶ないし大幅な軍縮 ・軍需産業の民需転換（軍民転換）は可能か。いい

かえると核 一軍産複合体というｒ現代の恐竜」を米国経済という母体から切り離すことができる

か。 それとも「資本主義の全般的危機」の段階では，「現代の恐竜」は米国経済の基底 ・中枢に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
いすわり ，いわば資本主義とｒ運命共同体」となっ てしまっ たと解すべきであろうか 。

　これらの問題に答えることは，戦後のアメリカ資本主義の特質を理解するうえで，決定的なポ

イントの１つであろう 。

１． 現代の恐竜　　核 一軍産複合体

　軍産複合体の中核部は，（１）最強の戦力を求める軍部（国家官僚），（２）最大の利潤を求める軍需資

本，（３）地元への最大の雇用創出を求める国防議員族という３つの要素からなっ ている。核兵器シ

ステムの発展が，いかに三者の関係を，「鉄の三角形」といわれる強固な結合体に変えたかを以

下みてみよう 。

　安価かつ最強の戦力を求める軍部

　ソ連など「異質な敵性勢力」を地球の一角に封じこめ，残余の大地 ・海洋 ・宇宙に眠る資源
　　　　　　　　　　１１）
（地球共有財）を囲い込み，資本主義世界を安定させることが，戦後の米国支配層と多国籍企業化

しつつある大企業の第一義的な要求となっ た。 陸海空軍が最強の戦力を求めて競いあうなかで ，

核兵器システムが，主力兵器の座を占めるようにな った。その理由の一因は，核弾頭の生産費の

破格の安さにあ った。たとえは２０メカトンの水爆は，１発で第２次大戦に投入されたあらゆる爆

発力の７倍もの破壊力をもつが，このような核弾頭の生産コストは，１発あたり平均４億円（４００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２０）



　　　　　　　　　　　　核 一軍産複合体は米国経済をどう変えたか（藤岡）　　　　　　　　　　　１４９

万トル）程度にすぎない。そのため東側陣営の通常戦力による「侵略」に対して，核兵器で対抗

するのは，安価で合理的な戦略であるように思われた。その結果，当初の３発の原爆は，６０年代

末には量的には最多の３万発に達し，その後は，旧式の核弾頭を高晶質で爆発力を抑制した新型

に更新するための生産に重点が移る。こうして２８００億ドル（現在の時価に換算）をかけて，７万発
　　　　　　　　　　　　　　１２）
の核弾頭が生産されたといわれる 。

　ところで軍事技術 ・戦略の発展とともに，ｒ発射基地」として深海を，ｒ管制高地」として宇宙

を支配することが至上命令となっ てきた。それにともない核兵器は弾頭部分にととまらず，運搬

手段，打ち上げ基地，通信 ・管制網という４つの要素からなる巨大なシステムヘと発展していっ

た。 すなわち運搬手段の発達（戦略爆撃機からミサイルヘ）とかかわ って，「発射基地」はきわめて

精巧で大規模なものとなり（空母 ・原潜），通信 ・管制網もまた軍事偵察衛星 ・スーパーコンピュ

ータ ・超長波通信網を結ぶ巨大なシステムに発展したからである。核兵器システムが地球をおお

う単一の巨大な体系に成長するにしたがい，その全体価格は暴騰するようになるが，その含意は
　　　１３）
後述する 。

　軍需産業の一人歩き

　核兵器システムの地球大の体系への成長を支えたのが，連邦政府による莫大な研究開発

（Ｒ＆Ｄ）資金の投入であ った。この豊かな政府資金を獲得することで，ハイテク開発競争で有利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
な地歩を占めようと ，軍需 ・民需の両分野にまたがる多くの企業が競いあ った 。

　このなかで核兵器産業は，単なる核弾頭産業の枠をこえて核 ・航空宇宙 ・ＭＥ（電子／通信）複

　　　　　　　　　　　　　１５）
合体の方向へと発展していっ た。

　このような核兵器産業は，民需分野とは毎縁な方向へと過剰発展した軍事技術の落とし子であ

る。 したがって第２次大戦前のように戦雲がたちこめてきてから，民需産業を改造 ・転換するこ

とができるといっ たものではない。また核兵器の出現は，軍事戦略，技術，製造コストなとにか

んする国民の評価能力を掘りくずす役割もはたした。じっさい核兵器の「社会的有用性」の測定

は， きわめて困難であり ，軍需企業やペンタゴンがもっとも独走しやすい分野となる。こうして

米国史上初めて，平時から社会が巨大な軍需産業を飼 っておかねはならない時代，軍需産業が国

民の監視を越えて一人歩きする恐れのある時代がはじまっ た。

　ところで軍需産業側は，単に軍部 ・ペンタゴンの指揮 ・命令に従うだけの受け身の存在ではな

い。 軍需企業群は，うまみのある最新鋭兵器の開発提案 ・売り込みのために，軍部 ・国家官僚
・

議会筋に強力に働きかける。そこに民需分野への転換の困難な企業にとっ ての生き残りの成否が

かかっているからである 。

　その結果，これら巨大な寡占軍需企業の投資戦略 ・技術開発戦略が，逆に国防総省の兵器開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
方針や軍事戦略のありかたに大きな影響を与えるという事態も生まれてきた 。

　国防族議員 ・科学者

　冷戦体制の下，軍事部門は莫大な数の雇用を生みだした。１９９１年の時点でもなお，軍需産業部

門（海軍造船所なと国営軍需工廠を除く民問部門）に２９０万人，国防総省（ペンタコン）雇用の軍事要

員（一部文民もふくむ）３０９万人をくわえると ，総計で５９９万人に達している（図 一２参照）。 この数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２１）



　１５０　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　図 一２米国の軍事部門雇用者数
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）は， 全米の労働力中の５ ．０％程度であ った（ただしハイテク関連の科学技術者中の比率は，３０％を越え

る）。

　軍需や軍事関連雇用は，特定地域に高度に集中する傾向がある。とくにエネルキー省の管轄す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）る核弾頭生産複合体（１９８７年に１１ ．６万人雇用。なお核兵器産業全体では約６０万人，別に核関連の軍務で１２

　　　　　　　　　　　　１９）
万人ほどを雇用するといわれる）は，過疎地域に立地する傾きがあり ，地域経済を支える生命線と

なりやすい。このような軍需依存地域選出の政治家は，違邦議会の国防族となり ，軍事支出を増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）やし，ペンタゴン資金を地元にぶんどってくることに政治生命をかけることになる 。

　軍産複合体の独自の運動を政治的に庇護し，巨額の国家資金を供給することが，国防議員族の

政治家の役割だとすれは，新兵器や新戦略のアイデアを提供し，軍産複合体の運動の知的な推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）力となっ てきたのが，軍事研究に従事する科学者や大学機関であ った。その意味で軍産複合体は ，

「軍産一地域 ・科学複合体」といっ た方が正確であろう 。

　このようなしくみで，利潤増大を求める軍需資本の魂と最強の戦力を求める軍部官僚の魂とが

癒着することで軍産複合体は形づくられた。そして，国防議員族の力で国家資金を潤沢に供給さ

れ， 科学者の世界からはアイテアを供給されて，軍産複合体が強力な自己運動を始めるのが，ほ

ぼ１９５０年代の時期であ った 。

　米国の戦略の主軸に核戦略がすわり ，主力兵器が核兵器体系に変身したことが，軍産複合体が

自己運動を展開する決定的な動因となっ た。 事実，アイゼンハワー が， 大統領辞任にあた って

「軍産複合体に警告せよ」という有名な告別演説したのが，１９６１年１月のことであるが，ほぼこ

の時期は，核兵器産業が，核 ・航空宇宙 ・ＭＥ（電子／通信）複合体の方向へと発展し，無尽蔵の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
資源を呑みこむ「現代の恐竜」に変身し，暴走しはじめた時期にあた っている（核 一軍産複合体の

成立）。 アイゼンハワーの警告にもかかわらず現実には，「臨戦態勢下の核対決にどう勝利し，生

き残るか」ということが，最重要の国家課題となっ た。ｒ恐怖の核均衡」のもとで，米ソの国民

はいわばｒ集団ヒステリー」状態のもとにおかれ，核軍拡が経済や地球環境にどのような長期的

影響を及ぼすかとか，廃炉にした原潜の原子炉やプルトニウム廃棄物をどう処理したらよいのか ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
といっ た問題を顧りみる「ゆとり」と「正気」は失われていっ たのである 。

１５１

皿． その成長を支えた社会的基盤

　軍産複合体が成長するには，とくに米国のような議会制国家では，たとえ消極的にせよ住民の

多数者が軍産複合体の存在を是認し，その成長に合意を与えるような基盤　　社会的支持基盤が

必要である。杜会的支持基盤づくりのうえで中核的な役割をはたしたのは，経済界と一部の労働

界であ った 。

不況防止を求める経済界

　戦争経済を完全に解消してしまうと ，需要不足の状態が露見し，３０年代型の大恐１荒に再ひみま

われるのではないかという恐怖心が，戦争直後の経済界を広くおお っていた。逆に有効需要を創

出し，不況と闘うという点で軍事経済がいかに有効であるかの記憶は鮮明であり ，冷戦の開始と

ともに，経済界は，軍事支出の増大を容認する動きの先頭にた った 。

　景気循環の際，生産財部門の多い重工業産業の生産の振幅はとくに大きい。その重工業産業に

軍需企業の多くが属しているため，不況時に軍事支出を増やせば，景気の下支えする役割が大き

　　２４）
くなる。また安全保障のため軍需部門には国内での自給が求められていることから，創出された

　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
需要が国外に漏出していく心配も少ない。したがって不況の時には，自動車のアクセルを踏みこ

むかのように，軍事支出を増やすと米国経済という車を思いのままに加速させることができると

いう楽観的な見かたが強まっ た。 軍事支出を経済成長を促進する絶好の政策手段とみなす「軍事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
的ケインズ主義」の傾向が強まっ たのである。とくに福祉国家をめざす左翼的運動が弱い米国で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
は， 軍事支出増への国民的抵抗が弱く ，このような事態に拍車をかけた 。

　冷戦コーポラテイズム

　普通選挙制度のもとで，多数者の「合意」を調達しつつ軍事国家をつくるには，労働者大衆の

相当部分を軍産複合体の支持基盤に統合（コーポレイト）できるかどうかが決定的なカギとなる 。

そこで冷戦を勝ち抜くため労資問の妥協による「産業平和」体制の構築がめざされた。すなわち

組織労働の側は，資本側による労働編成の権利を承認し，テーラー・ システム（労働者の「怠惰」

と戦うために，労働過程のなかの構想と実行とを分離し，資本が精神労働を掌握することで生産性の向上を

強制する仕組み）と冷戦（反共）原理とを受け入れた。その代償として，資本側は団体交渉権を受

け容れ，生産性上昇の成果を賃金引き上げという形で労働者に配分するという暗黙の合意
，「成

長のための労資問連合」が成立することになっ た（冷戦 コーポラティズム）。 こうして組織労働者

にかんする限り ，賃金は１９世紀のように労働力需給状況におうじて労働市場で決まるというより
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
も生産性上昇に連動するかたちで，労資協議によっ て決まることのほうが多くなっ

た。

　２０世紀の初頭にロシア革命を指導したレーニンは，一握りの上層部が「労働貴族」として労働

者階級から分離すると述べたが，この「労働貴族」玩象は，彼の予測をはるかに越える規模で現

れてきたといっ ても良い。こうして大量生産にある程度みあう「大衆消費」の社会体制が形づく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２３）
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られ，大量消費（大衆による個人的消費だけでなく ，軍需や産業基盤創出による社会的消費も含むが）を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）伴う内包的な蓄積の好循環が可能となっ た。

　軍需産業の労資関係の特質

　とくに軍需産業は，「冷戦」に勝ちぬくためのフォード主義的な労資問妥協の典型的な場であ

った 。

　すなわち，「死の兵器」をつくるという仕事は，本来あまり生きがいを感じられるものではな

い・ にもかかわらず，軍需企業では，労働者にとくに強力な軍隊的な労働規律，職務への忠誠を
　　　　　　　　３０）
要求せさるをえない。したがってその代償として，軍需労働者には，民需産業の同等の仕事より
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）相対的に高い賃金（技術者のばあい，１５％程度割高となるという）を支払うことが一般的となっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）とくに過疎地帯に飛ぴ地のように立地する核兵器産業にその傾向が強い
。

　このような事態を追い風にして米国の労働運動は，第２次大戦中の軍需産業を舞台に，強力な
　　　　　　　　　３３）
労働組合組織を建設し，今日でも軍需産業は，もっとも労働組合の組織率が高い分野の一つとな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）っている。核弾頭生産に関連した労働者の組織率が，７５％に達しているのがその例である。なぜ

ならば，軍需資本は，国家への独占的取引の恩典をいかして高い賃金コストを「冷戦勝利のため

のコスト」として，国家に支払わせることができるし，また軍需産業は民需製造業のように日

本・ トイツなどとの価格切り下げ競争にまきこまれる心配が少ないからである
。

　また黒人などマイノリティ集団の軍産複合体への忠誠心を調達するために，マイノリティ集団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）への差別政策を，比較的早期に弱めていっ たのも ，軍需産業の労使関係の特質であ った。このよ

うな「冷戦コーポラティズム」と呼ばれる労資関係は，ナチスドイツや日本の半ば奴隷的な労使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）関係　　映画「シントラーのリスト」に描かれたようなタイプと相当に異質なものであ った 。

　先端技術開発政策としての期待

　世界最高の高賃金国の米国で，個々の企業が国際競争力を維持していくためには，他国が真似

できないような先端分野の製品や産業を開発しつづけることがカキとなる
。

　　　　　　　　　　　　　図 一３　全米の研究開発支出の目的別割合

　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　　　　　　　　　１００

　　　　　　　　　　　　　９０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連
　　　　　　　　　　　　　８０　　　　　　　　　　　　　　　　　　邦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外
　　　　　　　　　　　　　７０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
　　　　　　　　　　　　　６０

　　　　　　　　　　　　　
１１

　　　　　　　　　　　　　１９６０　　１９６５　　１９７０　　１９７５　１９８０年

　　　　　　　　　　　　　出所 ：ロバート ・ディグラス『アメリカ経済と軍
　　　　　　　　　　　　　　　拡』１９８７年，７１ぺ一ジ 。
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　連邦政府は，図 一３のように莫大な国家資金を投じて新兵器の研究開発を推進したが，この国

家資金を活用することで，技術覇権の維持に役立てようという思惑が，ハイテク分野の企業のな
　　　　３７）
かにあ った。そして冷戦時代の初期には，その期待は，ある程度実現することになり ，核軍拡競

争にのめり込むことへの国民の不安を弱める作用をはたした。たとえば，原潜搭載の原子炉を陸

揚げすることで，米国は世界の原発産業のリーダーとなっ た。 また連邦政府が航空 ・宇宙産業の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
研究開発費の８０～９０％を支えてきたおかげで，この産業は，米国最大の輸出産業に躍進し，６０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
代の貿易黒字の３割近くを稼ぎだすようになっ た。

　マイクロエレクトロニクス ・通信産業の初期の発展にも ，ペンタゴンは決定的な役割をはたし

た。 すなわち，コンピュータは，高射砲 ・ミサイルの弾道計算のために開発 ・改良されたもので
　　４０）

あるし，ミニットマン１開発とアポロ計画のなかで半導体の集積回路（ＩＣ）技術の画期的発展が
　　　４１）
みられた。今日 ，多国籍企業は，本社中枢を米国の大都市におき ，そこから通信衛星とコンピュ

ータ網を使 って，世界各地に展開する支社や分工場群を統括する指揮命令システムを構築してい
　４２）

るが，このようなインフラの土台を築いたのも ，軍事技術開発の成果の一つであ った ・

Ｗ． 米国経済の荒廃因への転変

　高価な抑止力への転変

　ベルリンの壁の構築は，東西ドイツの間の交流をたちきり ，両者を異なる経済システムと文化

をもっ た異なる社会に分けていっ た。 これと同様，冷戦の進行は，しだいに軍需部門と民需部門

の間に独特の壁を築き ，軍需企業のあいだに民需部門とは異質な企業体質と文化とを育んでいっ
岩１

　すなわち軍需部門では，生産コストよりも特殊な性能と納期の方が重視される。また国家発注

による少量の注文生産が多いことから，技術開発の重点は新製品の開発におかれ，コストを下げ

るための製造（工程）技術の開発は軽視される。軍需労働者の忠誠心を調達するための高賃金も ，

コスト上昇に拍車をかける。この事情が，国家と癒着した独占的な軍需契約方式ともあいまっ
て，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
製品コストの高騰を軍需産業の体質としてきた。電卓やワープロなどの民需用ハイテク製品の価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５、
格を下がったが，原潜 ・戦闘機 ・人工衛星の値段は暴騰をつづけた。その結果，核戦力関係費も

また暴騰し，戦後の軍事費総額１２兆トルの実に２０％にあたる２３兆トルを呑みこむ怪物に成長し
４６）

た。 核兵器体系は，安価な抑止力（すでに触れたように核弾頭製造費だけだと２８００億トル程度）からき

わめて高価な抑止力に転変したのである 。

　雇用創出 ・景気刺激作用の衰え

　たしかに大量の失業者と遊休工場をかかえている時代には，軍事経済は生産資源を稼働させ ，

「景気づける」作用をする。しかし軍需部門がハイテク分野にシフトしてくると ，景気刺激作用

は， 米国経済の頂点部をなすハイテク産業分野に限られてくる。しかもこの分野の科学技術者や

熟練工には，人手不足の傾向が強い。そのため，優秀な人材や研究開発資金が軍需分野に奪われ ，

干上がってしまうという悲鳴が民需向けハイテク企業群からあがることにもなる ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５）
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　他方で，軍需産業は，高失業率に苦しむ単純労働者層をますます雇わなくなり ，米国経済を底
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
辺から活性化していく力を衰えさせていくことになっ た。 こうして軍事支出を増やしても ，

ＧＮＰ（国民総生産）を拡大したり ，雇用を増やしたりする効果は，以前ほど明確ではなくなっ た。

軍事費増というアクセルを踏み込んでも ，米国経済という車は以前のようには加速しなくなっ た

のである 。

　生産資源の略奪作用の蓄積

　毎年生み出される富のうちどれだけを新たな生産的投資のために，どれだけを軍事費に支出し

ているかを国際比較してみよう 。１９６７年～６９年の各国の固定資本 ・資産（工場 ・施設 ・建物 ・住居

など）への投資総額を１００とすると ，米国は軍事費に５２を支出していた。それにたいして西ドイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）ツの軍事費支出は１４，日本はわずか２に過ぎなかった 。

　生産財の生産であれば，その結果新たな物的生産力が生みだされ，消費財の生産であれば，そ

の消費の結果，人間的生産力の再生産 ・発達がもたらされる。それにたいして軍需財の生産は ，

既存の生産力 ・産業資源を消耗しはするが，生産力の再生産や拡充とは基本的に（後述の技術の

波及作用などを除けば）無縁である。したがって，消費力不足に苦しんでいる時はともかく ，優秀

な生産力を求めて各国が競い合っている時代に，戦争経済を長期に維持しようとすると ，生産資

源を民需部門から略奪していることの悪影響が強まることになる。とくに先端技術開発をめぐる

国際競争が激化している時代に，科学技術者の３０％，研究開発資金の４０％程度を軍事 ・宇宙産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）に吸収してきた米国のはあい，その半世紀におよぶ累積的な影響は決定的であ った 。

　もっとも上の過程で開発された軍事技術が民需ハイテク分野に転用できるならば，先の資源略

奪作用はある程度緩和されるであろう 。しかし軍事秘密の壁に阻まれて，民需への転用は制限さ

れているだけでなく ，軍事技術があまりに巨大化し，奇形的な方向に「過剰発展」したため，民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
需目的には容易なことでは使いこなせなくなっ た。

　その現れを，陸 ・海 ・空軍の代表例でみてみよう 。まず陸軍のはあい，代表的な兵器である新

型戦車の開発のために巨額の投資が行われてきた。しかし，民問の自動車メーカーの国際競争力

の強化にはほとんど役だたなかった。日本の自動車メーカーの攻勢に対抗しうるような技術を ，

戦車の開発はもたらさなかったのである 。

　つぎに海軍のばあい。原潜 ・空母の開発に巨額の資金を投入したにもかかわらず，米国の民需

造船業は国際競争力を失い，８０年代にはほとんど壊滅してしまっ た。 原子力推進技術は結局，民

間船舶に応用できず，逆に軍事部門から伝播した高労働コストのために，日本 ・韓国の造船業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
生産コストとのあいだに大差がついてしまっ たからである 。

　他方，空軍の支援した技術開発には汎用性に富むものが多く ，コンピュータ産業や航空宇宙産

業の発展に示されるように，民需分野の産業おこしに成功したものも少なくない。ただし技術の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
発展とともに，ここでも技術の伝播が妨げられる事例が増えてきた。原子力飛行機や超音速民間

航空機開発の失敗がそのことを物語っている 。

　その結果は，労働生産性の上昇率の逓減であ った。１９５０～６４年の労働生産性は，年率平均で ，

３．６％の上昇を記録していたが，１９６５～７９年には２ ．２％，そして８０～８４年の問にはついに０ ．７％に
　　　　　５３）
まで低落した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２６）
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　荒廃作用の累積効果の表面化　　７０年代から８０年代へ

　軍需部門は，毎年米国の生み出した富の７％を吸収 ・消費してきた。米国経済を人間の体にな

ぞらえると ，軍需部門とは，体の生みだすエネルギー量の７％を吸収するが，自らはエネルギー

を生みださない寄生的な「賛肉」部分のようなものだといっ てよい。ただしその及ほす影響は ，

７％という数字をはるかに越えるものがあ った。すなわち賛肉部分は，体の末梢部分ではなく ，

米国経済の戦略的要衝　　頭脳部にとりつき ，頭脳部に貯えられた科学技術資源の３割から４割

を毎年吸収しつづけてきたからである。その結果，労働生産性の上昇率は，先進国のなかで最低

ランクに低迷した 。

　また「冷戦コーポラティズム」のもたらす労働コストの上昇は，労働組合の強い寡占産業部門

全体に広がっていっ た。 このコスト上昇圧力を，労働生産性の向上によっ て吸収することができ

ないため，企業は製品価格の引き上げで対応しようとした。その結果，６０年代後半ごろを転機に

して，米国製造業の製品は，日本 ・ドイツ，それにアジアの中進諸国の生みだす安価で優秀な製

品に敗北しはじめた。こうして国内工場の閉鎖と失業増の時代が始まっ た。 外国に逃避すること

で， 国際競争に生き残ろうとする多国籍企業の戦略は，産業空洞化を促進し，国内の失業増に拍

車をかけた。インフレと失業増とがからみあ ってあらわれる「スタグフレーシ ョン」と呼ばれる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
事態が７０年代に現れてきたのはそのためである 。

　１９８１年に大統領に就任したレーガンは，労働運動と対決し賃金を抑制しつつ，外国から大量の

富を輸入することで，インフレの火を消そうとした。同時にレーガン政権は，ソ連を軍事的に押

さえこむべく ，国家財政から莫大なカソリンを投入し，「軍事支出増」という推力の落ちたアク

セルを思い切り踏みこんだ。その結果は，軍拡の経済荒廃作用のいっ そうの表面化であ った。国

家資金を大量に投入したわりには，経済成長は緩慢で雇用もさして増えず，逆に輸入の激増と製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）
造業の海外流出を促進し，８６年には債務国に転落してしまっ たのである 。

Ｖ． 地球環境の荒廃因への転変

　核弾頭生産複合体の自壊

　全米２１ケ所に散在するエネルギー省の管理する核弾頭生産複合体は，４０年代から５０年代にかけ

　　　　　　　　　　５６）
て形成されたものである。レーガン政権はソ連と対抗するため，この老朽化した第一世代の核弾

頭生産複合体をフル稼働させ，大量の核弾頭を製造しようとした（図 一４参照）。 その結果，核弾

頭生産複合体は，随所でひび割れをおこし，大地を汚染しつつ自壊しはじめたのである。こうし

て８９年頃から機能停止状態におちいっ てしまっ た。

　ネヴ ァダの核実験場は，現在実験停止中であり ，プルトニウムを製造してきた巨大なハンフォ

ードの生産炉も閉鎖された。プルトニウムを弾頭用に加工成型するロッ キーフラ ッツエ場も停止

中であり ，９２年１月正式に閉鎖が決定された。水爆燃料のトリチウムガスを生産してきたサバン

ナリヴ ァー工場でも ，トリチウムの減耗（半減期１２．３年）に備えるためと称して，老朽炉の修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）
理・ 再開にブ ッシュ政権は執着したが，結局失敗に終わ った。唯一盛況にあるのが，核弾頭の解

体施設たるパンテ ックスエ場ぐらいだといっ てよい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２７）
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図一４核弾頭生産複合体への支出額の推移
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　後始末のために巨費

　核軍拡の生みだした放射畦廃棄物を貯蔵 ・廃棄するために，ニューメキシコ州の地下の岩塩層

をくりぬいて，Ｗ
ａｓｔｅ　Ｉｓｏ１ａｔｉｏｎ　Ｐｉｌｏｔ　Ｐ１ａｎｔ

施設が７億ドルかけて建設された。またユカ山系
（Ｙ
ｕｃｃａ Ｍｏｕｎｔａｍ）地下にも同様の巨大な貯蔵施設を建設するという計画があるが，ネウァタ州政

府の強硬な反対のために，２０１０年まで延期されている。いずれにしても ，プルトニウム２３９の半

減期は２．４万年であり ，こんご少なくとも５万年は貯蔵する必要があろう 。貯蔵コストが年間２０

億ドル程度ですむというもっとも楽観的な見通しのもとでも ，５万年の貯蔵には１００兆ドルとい

う天文学的費用がかかることになる 。

　核弾頭工場のなかの汚染施設を解体し，清浄（クリーナ ップ）するには，どの程度のコストが

かかるのであろうか。これについてもさまざまな推定数字があるが，多少とも完全に清浄しよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）とすると ，こんこ３０年に１５００億～３０００億ドル程度かかるというのが般的な観測である 。

　核実験や核施設での被曝被害者への補償を求める運動も本格化してきた。被害者にたいして多

少とも本格的な補償を行おうとすると ，核施設の解体 ・清浄と被害者への補償コストだけで，核

弾頭の総生産コストを上まわるだろう 。これに核廃棄物の貯蔵コストまで含むとすると ，核軍拡

の総費用を上まわることになるだろう 。現代の恐竜を解体し，後始末する費用は，これを世の中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９）
へ呼びだした費用を上まわること ，確実である 。

ｗ． 転換の展望

　１９９３年１月にクリントン政権が誕生した。その背景には，住民の両極化を促進してきた共和党

政治への民衆の抗議（たとえばロス ・アンジェ ルス暴動）があり ，軍事部門よりも福祉 ・教育の重

視に転換しなけれは，米国社会は引き裂かれ，解体してしまうという一部支配層の危機意識があ

った。いま一つ，従来の連邦の研究開発政策が軍事偏重であり ，その結果，民需ハイテク分野の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２８）



　　　　　　　　　　　　核 一軍産複合体は米国経済をどう変えたか（藤岡）　　　　　　　　　　　１５７

国際競争力に陰りがでてきたという民需ハイテク企業首脳の懸念も ，クリントン勝利の追い風と

なっ た。 民需ハイテク資本が終盤でクリントン支持を鮮明にしたことが，勝利を決定づけた。核
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
一軍産複合体のこれまでの社会的支持基盤に亀裂が入ってきたのである 。

　量産複合休のｒ再編」か，ｒ転換」か

　たしかにクリントン政権の初期の施策には，大幅な軍民転換を追求し，核 一軍産複合体の基盤

を掘り崩すことも辞さないとする志向がみいだされた。ただしこのような姿勢は，急速に影をひ

そめ，民族紛争の続発という新たな現実にあわせて，核 一軍産複合体の支配網を地球規模に広げ ，

この広げられた土台のうえで再編をはかろうとする動きが浮上してくる 。じっさい９３年には世界

の兵器輸出の７０％を占めるなと ，米国の軍産複合体は世界市場を制覇しつつある。さらにロシア

の核兵器産業を系列下にくみこみ，核独占態勢を固めつつ，同盟国　　とくに日本の軍事費と民

需技術に寄生しつつ，再編の道を模索しつつあるようにみえる 。「両用技術」（軍需 ・民需の双方に

応用可能）分野重視という新たな技術政策も ，民需ハイテク産業との間に生じた亀裂を修復しよ
　　　　　　　　　６１）
うとするものであろう 。

　このような核 一軍産複合体の地球的再編の動きの土台には，多国籍軍のリーダーとして米軍を

位置づける新戦略の模索がある。すなわち米国が，「管制高地」たる宇宙と最終抑止力たる核戦

力を支配する。そして有事の折りには，米軍が宇宙衛星をつうじた通信管制指揮と戦力の空輸を

担うので，同盟国軍は，戦場における戦闘力として貢献せよ，というのがそれである。多国籍軍

における米軍と残余の同盟国軍の分業関係は，ちょうど多国籍企業における本社と第三世界の分

工場との関係に似ている 。

　軍民転換はどこまで可能か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）
　東西冷戦の終了とともに，１９９０～９３年の間に６１ ．２万人が軍需産業からレイオフされるなど，大

量の失業者が生まれつつある（前掲の図 一２参照）。 個々の職場や個々の労働者のしごと自体を民

需むけのしごとに転換することで，工場閉鎖や失業の発生を防ぐというのが，軍民転換の本来の

趣旨であ った。しかし市場経済と軍需企業の意志に任せているかぎり ，このような「軍民転換」

は， 困難にならざるをえない。じっさい民需市場分野が冷えこんでいるなかで，「武士の商法」

の抜けない軍需企業が，競争戦に鍛えぬかれた日本企業などと闘 って民需分野に進出することな

　　　　　　　　　　　　６３）
と， 不可能に近いからである。とくに核弾頭産業のはあい，対応する原発産業が不況に苦しんで

いるだけでなく ，施設自体が汚染されているため，転換はとくに困難であろう 。このような事情

が， 核一 軍産複合体の解体にむけて世論を動員するうえでの一つの障害となっ ている 。

　たしかに資本主義のもとで「軍備の全廃」「完全非暴力の世界」の実現を唱えることは現実的

でないであろう 。ただし核 一軍産複合体の支持基盤の亀裂を促進することができるならば，核兵

器体系の廃絶にまで至ることは可能であろう 。ソ連の崩壊によっ てこれまでの核兵器の存在理由

が消えてしまっ たことは有利な条件である。いまひとつ，核兵器の廃絶によっ て生まれる軍事費

の節約を社会的に有用な仕事おこしと結びつける計画，「平和の配当」を世界経済の「持続可能

な発展」へと結ひつける公共政策の開発が重要であろう 。とりわけ核兵器を解体 ・廃棄し，廃棄

物を処理し，汚染施設を清浄するとともに，テロリストや独裁国家が秘密裏に核弾頭を製造しな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２９）
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いよう監視する公共政策（いわば「マンハッ タン計画ナンバー２」）の開発に国際社会が合意するな
　６急）

らは，核兵器産業に働く労働者を失業不安から解放し，核 一軍産複合体の支持基盤の亀裂を促進

することができよう 。

１）　この点での米国の素晴らしい成功は，有賀貞ほか編『アメリカ史２』９３年，山川出版社，３０８ぺ 一

　　ジ，および秋元英一「１９３０年代アメリカ経済の再検討（２）」『千葉大学経済研究』８－４，９４年，２１８ぺ 一

　ジを参照。また軍事財政の面での分析は，横田茂『アメリカの行財政改革』１９８４年，有斐閣，１６０～

　１６５ぺ一ジをみよ 。

２）ポール ・ケネディ『大国の興亡』上巻，１９８８年，草思社，３７１ぺ一ジ参照 。

３）この総括的な叙述は，Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａ叫丁加Ｐ３舳伽６〃Ｗ；〃亙６０〃ｏ舳ツＡ刎舳６伽Ｃ砂肋Ｚ舳

　ゴ刀１）６６〃〃６．１９７４

４）この時代の米国軍需産業の概観は，ウィクター　パー口（清水嘉治ほか訳）『軍国王義と産業

　　ミサイル時代の軍需利潤』１９６７年，新評論 。

５）　この時期の軍需企業の合併 ・コングロ化の動きについては，山脇友宏「アメリカ独占資本とベトナ

　ム侵略戦争」『経済』１９７２年１０月号，４７～４８ぺ 一ジ。外国への武器輸出による生き残りの模索は，滝

　田龍介「『第三世界』への武器輸出と新植民地主義」『経済』１９７９年１月号，参照 。

６）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，Ｔｂｚリ舳６Ａ　Ｐ伽６３ Ｅｃｏ〃ｏ刎ツゴ〃 〃３ び８ ｊ公３０ツ５０〃 〃３ 〃〃ゴ勿リ１〃勿３〃似

　〃鮒舳肋〃伽３厄６０〃ｏ刎ゴ６ Ｃｏ舳附ゴｏ〃，１９９１，ｐ．ｘｉｖ におけるシーモア ・メルマンの序文を参照 。

　またＣｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｃｏｎｖｅｒｓ１ｏｎ　Ｐ０５２肋３ 〃炊〃ｏ肋島２ －４，Ｓｕｍｍｅｒ１９９２のＭａｒｋｕｓｅｎの言明

　も参照 。

７）ロバート ・ディグラス（藤岡惇訳）『アメリカ経済と軍拡一産業荒廃の構図』１９８７年，ミネルヴ ァ

　書房，７０ぺ一ジ 。

８）その詳細は，石垣今朝吉『アメリカ帝国の展開と危機』１９９３年，社会評論社，６０～６２ぺ一ジ 。

９）その例として ，Ｖｉｃｔｏｒ　Ｐｅｒ１ｏ，８妙ぴル功な伽４Ｃ伽ポ〃ｏゐ閉び８Ｃｏ〃〃舳，［Ｖ．パー口（振津

　純雄訳）『超過利潤と危機』１９９１年，昭和堂１，およびＨ．リューマー（小椋広勝訳）『戦争経済と恐

　慌』１９５５年，岩波書店 。

１０）この種の見解は，南克巳「アメリカ資本主義の歴史的段階一戦後＝「冷戦」体制の性格規定」『土

　地制度史学』４７号，１９７０年，岩城博司『現代世界体制と資本蓄積』１９８９年，東洋経済，１１５ ・２６６ぺ 一

　ジ。また研究史的解説として，森呆「軍拡 ・軍縮の経済学」『経済学研究』（北大）３５－３．１９８６年 。
１１）地球共有財の囲い込みという視占は ，Ｊｅｒｅｍｙ　Ｒ１ｆｋｍ，Ｂ ・ｏ砂ん舳Ｐｏ伽伽，１９９１［ジェレミー　リフ

　キン（星川淳訳）『地球意識革命』１９９３年，ダイヤモンド社１ ，５６～７０ぺ一ジ参照 。

１２）肋〃刎げ〃ｏ伽６
８６１６〃１

狐Ｍａｙ１９９３，Ｐ４８ ，Ｗ
１１１１ａｍ　Ａｒｋｍ／Ｒｏｂｅ廿Ｎｏｒｒ１ｓ，Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｆｏ１１ｌｅｓ

，

　舳ＲｕｔｈＳ １ｖａｒ
ｄ， Ｗ６ヅ〃〃〃肋びｏ〃８ｏ伽Ｚ厄功伽〃舳ぺ９９３，ｐ１１の算定数字を今日価格に換算 。

１３）米国の核戦略の変遷については，Ｒマクナマラ『世界核戦略論』８８年，ＰＨＰ。宇宙支配戦略につ

　いては，ダニエル ・デュードニー『平和のための地政学』８６年，明石書店 。

１４）坂井昭夫「軍事の経済学」（島恭彦編『講座現代経済学』第１巻），１９７８年，１６９ぺ一ジ 。

１５）この点は，岩城博司（１９８９）第１２章，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１，丁加Ｒ加げ伽Ｇ舳〃グ丁加〃〃か

　Ｗ　Ｒ６伽妙昭ｏ〃加１〃伽ヵ７〃Ａ刎舳伽，１９９１ ，Ａｍ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１，Ｄｌｓｍａｎｔ１ｍｇ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ

　Ｅｃｏｎｏｍｙ，ｐｐ．３４～４２

１６）シーモア ・メルマンの一連の先駆的研究は，米国の軍事経済の特質を探るうえで第１級の仕事であ

　るが，彼の軍産複合体　　「国家資本王義」論は，旧ソ連の軍産複合体にはある程度あてはまるとし

　ても ，米国の軍需企業や研究開発機関の独特の能動性をとらえることができず，一面的であろう 。

　Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａ叫丁加Ｐｏ舳伽３〃Ｗ；〃〃ｏ〃ｏ榊Ａ舳肌伽Ｃ砂肋〃３刎閉Ｄ３６伽島１９７４，第３章 ，

　およびセイモア ・メルマン（高木郁朗訳）『ペンタゴン ・キャピタリズム』１９７２年，合同出版。また

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３０）
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　この占にかんする適切な指摘としては，Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ　Ｂ１ｓｃｈａ
ｋ， Ｔｈｅ　Ｏｂｓｔａｃ１ｅｓ　ｔｏ　Ｒｅａ１Ｓｅｃ皿１ｔｙ　Ｍ

１１１ｔ

　ａｒｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｓｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ　Ｓｔａｔｅ，閉Ｋｅｖｍ　Ｊ　Ｃａｓｓ１ｄｙ／Ｇｒｅｇ　Ｂｌｓｃｈａｋ（ｅｄｓ），Ｒ６０Ｚ８６６舳妙

　Ｃｏ〃〃３ブ〃〃９之ん６■Ｄ吹〃３３ Ｅ６０〃ｏ〃ｚツｏ〃４Ｂ〃〃４ゴ刀ｇ　Ｐ３０６¢１９９３，Ｐ．１４８

１７）　Ｏ舶ｃｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ，Ａ力ぴな加Ｃｏ〃Ｗか工舳〃ｇ℃リ〃此６ＬｏｚりぴＤ批狐３ 助伽４

　ゴ刀ｇ１９９２，ｐ．１９

１８）Ｇ・・ｇ　Ｂ…ｈ・ｋ，Ｆ・・ｍｇ　ｔｈ・Ｓ…ｎｄ　Ｇ・ｎ…ｔ・・ｎ・｛ｔｈ・Ｎ
ｕ・１…

　Ｗ・・ｐｏｎ・ Ｃｏｍｐ１ｅｘ刎Ｌ１ｏｙａ　Ｊ

　Ｄｕｍａｓ ＆Ｍａｒｅｋ　Ｔｈｅｅ，〃ｏ脇ｇ　Ｐ鮒３ Ｐｏ醐肱　〃３〃ｏ刎脱げＥ６０〃ｏ舳６ Ｃｏ舳６ブ５舳
，１９８９

，ｐ

　１１２

１９）その一つの推定の試みとして，Ｆｒａｎｋ　Ｌ　Ｇｅｒｔｃｈｅｒ／Ｗ
１１１１ａｍ　Ｊ　Ｗｅ１ｄａ，Ｂ〃ｏ〃Ｄ６炊閉６６ 丁加

　ＰｏＺ〃たｏＺ１…；６０〃ｏ〃２ツｏゾＮ
〃６Ｚ３０ｒ　Ｗ；６０〃ｏ郷，１９９０，Ｐ．１５６

２０）アイダホ国立技術研究所やハンフォード施設の事例については，Ｇｅｒｔｃｈｅｒ／Ｗｅｉｄａ（１９９０），ｐｐ．１９０

　～１９９，２５２～２５６，ＮＯＲＡＤ（北米防空司令部）と統合宇宙司令部のあるコロラド州 コロラドスプリン

　グスの事例については，１６〃 ，ｐｐ３１８～３２６，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａｌ（１９９１），ｃｈａｐ８サウスカロライナ

　州のサバンナリヴ ァー水爆工場の事例については，藤岡惇『サンベルト米国南部』１９９３年，青木書店 ，

　１４７～１５２ぺ一ジ 。

２１）木原正雄「軍事技術体系と軍産複合体」日本科学者会議編『現代技術と世界』青木書店，１９８６年 。

２２）南克巳「アメリカ資本主義の歴史的段階」『土地制度史学』４７号，１９７０年，９ ・１８ぺ 一ジ。Ｇｒｅｇｇ

　Ｂ．Ｗａ１ｋｅｒ　ｅｔ　ａ１（ｅｄ ｓ．
），

丁加〃肋ぴ一１〃洲肋Ｚ　Ｃｏ卿Ｚ３ガ跳舳んｏ舳｛Ｗｏ閉雌ｎ閉Ｄ伽伽
　Ｌ〃ぴ１９９２，Ｐ．６ ・１３１ ・２２８．またＪｏｈｎ Ｋ． Ｇａ１ｂ

ｒａｉｔｈ，Ｈｏ伽ｚｏ Ｃｏ〃炉ｏＺ〃〃勿似１９６９［ジ ョン ・ケ

　ネス ・ガルブレイス（小原敬士訳）『軍産体制論』１９７０年，小川出版１も参照 。
２３）　 この点はたとえば江畑謙介『兵器と戦略』１９９４年，朝日新聞社，４７～４９ぺ一ジ。なお軍産複合体の

　暴走は，１０年間にわた って，４００億ドルもの大金を投入した戦略防衛構想（ＳＤＩ）の推進と挫折の歴

　史にも ，再現されている。その詳細は，経済優先度評議会（藤岡惇ほか訳）『ＳＤＩ一スターウォーズ

　の経済学』１９８８年，ミネルヴ ァ書房を参照 。

２４）　
この点は，ＥｄｗａｒｄＳ．Ｇｒｅｅｎｂｅｒｇ，Ｃ砂伽Ｚ６舳伽４ｚ加Ａ鮒〃ｃ舳ＰｏＺ〃６０Ｚ〃６０４１９８５［グリーン

　バーグ（瀬戸岡紘訳）『資本主義とアメリカの政治理念』１９９４年， 青木書店１ ，２２２ぺ一ジ 。

２５）この占はＤａｖ１ｄ　Ｇｏｌｄ，Ｔｈ
ｅ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１１ｚａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，Ｐ肌３ Ｅ６０〃ｏ舳６３，Ｐ６舳

　８６伽６６０〃Ｐ肋〃６Ｐｏ〃６ｙ１－
３． １９９４

，ｐ．１．また中本悟「日米貿易摩擦と対米直接投資」（中川信義編

　　『アジア新工業化と日米経済』１９９０年，東大出版会，２５３ぺ一ジも参照 。

２６）　この点の古典的指摘として，バラン／スィージー『独占資本』１９６６年，岩波書店，２３２～２５３ぺ一ジ

　　を参照 。

２７）　グリーンバ ーグ（１９９４）２１９ ・２２１ぺ一ジ 。

２８）山田鋭夫『レギュラシオン ・アプローチ』１９９１年，藤原書店，１０４～１１２ぺ一ジ。ベトナム戦争中の

　鉄鋼ストで，連邦政府が強力に資本側を説得して妥協させた経験は，ジ ョン ・ストロマイヤー（鈴木

　健次訳）『鉄鋼産業の崩壊一ベスレヘムスチールの教訓』サイマル出版，７９ぺ一ジ 。

２９）Ｓａｍｕｅ１Ｂｏｗ１ｅｓ　ｅｔ　ａ１，Ｂｅｙｏｎｄ　ｔｈｅ　Ｗａｓｔｅ　Ｌａｎｄ，１９８３，［Ｓ．ボールズほか（都留康ほか訳）『アメリ

　　カ衰退の経済学』 ，１９８６年，東洋経済，７１～８１ぺ 一ジ１． Ｅｄｗａｒｄ　Ｓｌ　Ｇｒｅｅｎｂｅｒｇ（１９８５，前掲邦訳）の

　　とくに第７章 ，Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｍａｒｇ１ｍ／Ｊｕ１１ｅｔ　Ｓｃｈｏｒ，ｎ６Ｇｏ〃舳Ａｇ６ げＣ砂物Ｚ１閉，１９９０［Ｓマーグリ

　　ンほか（磯谷明徳ほか訳）『資本主義の黄金時代』１９９３年，東洋経済，１９１～２００ぺ 一ジ１

３０）　Ｄ
ａｖ１ｄ　Ｎｏｂ１ｅ，Ｃｏｍｍａｎｄ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ａ　Ｐ

ｅｒｓｐｅｃｔ１ｖｅ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｓｏｃ１ａ１ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｃｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓ

　ｏｆ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｅｎｔｅｒｐｒ１ｓｅ，閉Ｍ
ｅｒｒ１ｔｔ　Ｒｏｅ　Ｓｍ１ｔｈ（ｅｄ） ，〃〃”びＥ〃吻閉６伽６Ｔ６ｃ加ｏＺｏｇｍｌ

　　Ｃ乃ｏ〃ｇ６．１９８５，ｐｐ．３３４～３３５

３１）　Ｏ冊ｃｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（１９９２），ｐ１９

３２）兵器用プルトニウムを製造してきたハンフォード施設のあるベントン郡の１９８６年の平均賃金は月

　　１８９０トルであり ，州平均を４００トルも上回り ，州最高であ った（Ｆｒａｎｋ　Ｌ　Ｇｅｒｔｃｈｅｒ／Ｗ
１ｌ１１ａｍ　Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３１）



１６０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

　　Ｗｅｉｄａ（１９９０）ｐ．２５３）。 水爆材料を生産してきたサバンナリヴ ァー工場のばあい「水爆工場労働者の

　　賃金は，平均して小売業の４倍，繊維労働者の２倍という水準に達している 。」藤剛享（１９９３年）１５１

　　ぺ一ジ参照 。

３３）河村哲二，「アメリカ　　戦時経済と戦後企業体制の形成」『社会経済史学』６０ －１．１９９４年，６５～７２

　　ぺ一ジ 。

３４）Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ　Ｂ ｌｓｃｈａｋ， Ｔｈｅ　Ｏｂｓｔａｃ１ｅｓ　ｔｏ　Ｒｅａ１Ｓｅｃｍｔｙ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｓｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ

　　 Ｓｔａｔｅ・閉Ｋｅｖｍ　Ｊ　Ｃ ａｓｓ１ｄｙ／Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ（ｅｄｓ），Ｒ伽Ｚ８３６〃〃妙　Ｃｏ舳３肋〃９〃６Ｄ批郷６ 亙６０〃ｏ刎ツ

　　 ｏ〃４Ｂ〃〃４ゴ〃ｇ　Ｐ６”６６．１９９３，ｐ．１５０ ・１６４

３５）ＢｅｎｊａｍｍＱｕａｒｌｅｓ，丁加１〉；賂ズｏ１〃加〃〃刎８・げＡ舳ブ伽，１９８７，［ベンジャミン　クォールス（明

　　石紀雄ほか訳）『アメリカ黒人の歴史』１９９４年，明石書店，２７２～２９３ぺ 一ジ１．

３６）この点は，秋元英一「１９３０年代アメリカ経済の再検討（２）」『千葉大学経済研究』８－４．１９９４年３月
，

　　１９１～２１８ぺ一ジを参照 。

３７）坂井昭夫「軍事の経済学」島恭彦編『講座現代経済学』第１巻，１９７８年，１６９ぺ一ジ 。

３８）Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｈｏｏｋ斗Ｔｈｅ　Ｄａｎｇｅｒ　ｏｆ　ａｎ　Ａｕｔａｒｋ１ｃ　Ｐｅｎｔａｇｏい〃 Ｇｒｅｇｇ　Ｂ　Ｗａｌｋｅ■ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），丁加

　　ル７”切ぴ”♂〃３〃閉Ｚ　Ｃｏ刎〃如エ，１９９２，ｐ．１５６

３９）〃〃，Ｐ．１６３

４０）Ｄａｖ１ｄＢｅ１１ｍ＆ＧｒａｙＣｈａｐｍａｎ（ｅｄｓ），Ｃｏ刎〃炊”〃加肋〃如，１９８７［テヒソ ト　ベリン／ゲリ

　　 ー・ チャッ プマン編（増田祐司訳）『アメリカのミリテク戦略』１９８９年，ＨＢＪ出版局，４６～５７ぺ 一ジ１．

４１）中村達「軍事技術の政治経済学」『現代技術の政治経済学』青木書店，１９８７年，１７８～１８０ぺ 一ジ 。

　　井上弘基「ベトナム戦争における軍需と米国半導体産業の発展」『三田学会雑誌』８５－２，９２年７月
，

　　１５６～１６６ぺ一ジ。またデヴィッ ド・ ベリンほか編（１９８９）の第２章も参照 。

４２）この点については，サスキア ・サ ッセン（森田桐郎訳）『労働と資本の国際移動』１９９２年，岩波書

　　店，１８４～２０３ぺ一ジ 。

４３）ＡｍＭａｒｋｕｓｅｎ，ｅｔａｌ，Ｄ伽伽脇ｇ伽Ｃｏ〃Ｗ〃厄６０・ｏ榊１９９２のとくに第８章参照 。
４４）この点は，Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ（１９７４），第２章およひＳｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ，〃功な伽肋ｏ〃〃ｏゴ炊

　　〃ｏ〃，１９８３，ｐｐ．２１２～２２１を見よ 。

４５）たとえば，進藤栄一『現代の軍拡構造』１９８８年，岩波書店，１１２～１１３ぺ 一ジ，Ｄｉｒａ　Ｒａｓｏｒ（ｅ吐） ，

　　〃ｏ“Ｂ肌尾５， Ｌ伽Ｂ伽ｇ ｊＨｏｚリ 肋６ Ｐ舳切ｇｏ〃 Ｂ〃ツ５〃炊６〃〃６
Ｗ；６
砂ｏ郷，１９８３．またＥｄｗａｒｄＮ．Ｌｕ廿 ・

　　ｗａｋ，丁加Ｐ３肋８ｏ“〃伽Ａ〃 げＷ叱１９８４［エドワード ・ル ットワーク（江畑謙介訳）『ペンタ

　　ゴン』１９８５年，光文社，２８６～２９４ぺ一ジ１も参照 。

４６）Ｋｅｍｅｔｈ　Ａ　Ｂｅｒｔｓｃｈ（１９８４）ｐ３６ ，Ｗ１１１１ａｍ　Ａｒｋｍ／Ｒｏｂｅｒｔ　Ｎｏｍｓ，Ｎ
ｕｃ１ｅａｒ　Ｆｏｌ１１ｅい〃 Ｒｕｔｈ　Ｓ

１ｖａｒ
ｄ，

　　Ｗ・〃〃〃岬伽“・・〃Ｅ工戸閉〃舳・，１９９３，Ｐ１１
４７）　この点は，ロバート ・ディグラス（１９８７），２０～２８ぺ一ジ。また金田重喜編著『苦悩するアメリカ

　　の産業』１９９３年，創風社，５０～５５ぺ一ジ 。

４８）Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅｌｍａｎ（１９７４），ｐ７９

４９）ロバート ・ディグラス（１９８７），７０～７３ぺ一ジ 。

５０）この点はメアリー・ カルドー（芝生瑞和訳）『兵器と文明』１９８６年，技術と人問社 。

５１）藤岡惇（１９９３），１５３ぺ一ジ 。

５２）ピーター・ プリングルほか（浦田誠親監訳）『核の栄光と挫折』１９８２年，時事通信社，２８９ぺ一ジ 。
５３）　 Ｌ１ｏｙｄ　Ｊ　Ｄ

ｕｍａｓ，丁加０眺ブ肋〃伽〃亙６０〃ｏ舳ツ　ひ〃６０叱ブ舳９〃６Ｃ舳蜘ｇグＣ加ｏ吻６ ひ〃舳〃ｏヅ

　刎〃，１〃肋ｏ犯，伽３ル肋〃〃Ｄ６６伽６．１９８６ｐ２２７またＳｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ（１９８３）ｐｐ１６１～１７７も

　参照 。
５４）　この占の説明は，Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ（１９７４）ＰＰ９６～１０３ ，Ｌｌｏｙｄ　Ｊ　Ｄｍａｓ（１９８６）Ｐ１２０　２３２ ，

　Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ（１９９３）ｐ１４０

５５）藤岡惇「レーガン核軍拡のもたらしたもの」『経済』１９９０年８月号 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３２）



核一 軍産複合体は米国経済をどう変えたか（藤岡） １６１

５６）その電力 ・化学独占体とのからみあいの形成史については，アレン（世界経済研究所訳）『原爆帝

　国王義』１９５３年，大月書店。その最近の概説は，Ｋｅｍｅｔｈ　Ａ　Ｂｅれｓｃｈ　ｅｔ　ａｌ，丁加Ｍ６伽ｒ肌砂ｏ郷

　１〃・芯仰， １９８４

５７）その詳細は，藤岡惇（１９９３） ，１４９～１５２，２０２～２０４ぺ一ジ 。

５８）ＧＡＯの９０年６月１３日のレポートによると ，１０００～１５５０億ドルかかるという 。またＢｅｔｔｙＬ
ａ１１

，

　Ｊｏｈｎ　Ｔ　Ｍａｒ１ｍ，肋〃舳９Ａ　Ｐ６鮒Ｅ６０〃ｏ舳ツ，１９９２，Ｐ３４またＧｒｅｇｏｒｙ　Ａ　Ｂ１ｓｃｈａｋ，Ｔｏ舳〃Ａ

　Ｐ肌６ Ｅ６０〃・榊加伽び８ ・Ｅ舳ツ５０〃 伽〃〃ｏび１〃郷卵，ルｗ舳倣〃舳３Ｅ・・〃ｏ刎ゴ６ Ｃｏ舳脈
　３ゴｏ〃，１９９１

，ｐ．２１２も参照 。

５９）以上の詳細は，藤岡惇「『冷戦』後の米国核兵器産業のゆくえ」『立命館国際研究』６－３，９３年１２月 。

６０）国際競争力回復の道を探ってきたハイテク産業首脳，とくにヤング委員会の現状認識の変遷につい

　ては，関下稔「ポスト冷戦期アメリカの競争力強化政策」杉本昭七編著『現代世界経済の転換と融

　合』９４年，同文館。関下稔『日米経済摩擦の新展開』８９年，大月書店，２３２～ユ４３ぺ一ジ参照。また奥
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